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１．基幹的交通システム導入の必要性 

 東京都は世界を代表する国際都市であり、また日本を代表する都市である。中央区にはその東京の魅力を伝える多くの資源が存在している。また、12 万人を超える人々が居住・生活する地域であるとともに、事業所等

の従業者が他地域か流入することなどにより 60万人を超える昼間人口を抱え、都心の業務機能や都市活動を支える地域でもある。本地域における基幹的交通システムの検討にあたっては、上記「グローバルな観点」と

「ローカルな観点」の２つから、その必要性の議論が必要である。 

 以下に、検討地域の交通・まちづくりの課題を踏まえた基幹的交通システムの必要性（求められる交通システム）を整理する。 

 

世界を代表する国際都市東京にふさわしい、 
基幹公共交通システム 

現況及び必要性のまとめ 

検討地域の現況 

【まちづくり・産業経済・観光】 

・築地市場の移転と跡地のまちづくり 

→築地市場移転後のまちづくりの検討 

・銀座地区では、銀座六丁目開発（松坂屋）等 

・外国人観光客の増加 

【交通】 

・増加する公共交通輸送人員 

→従業人口の増加、勝どき駅の混雑・拡幅改造 

・基幹的バス路線におけるバスの運行本数が多い 

・公共交通不便地域の存在 

・中央通り、八重洲通り、永代通り、外堀通り、晴海通り等での道路

混雑 

・銀座地区を発着地とする移動が多く、特に銀座地区～日本橋人形町

地区、東京駅方面間での移動が多い。 

 

築地市場の移転や都心部の開発を踏まえたまちづくりへの対応 

・銀座との一体的なまちづくり、回遊性の向上 

【社会情勢等】 

・2020 年東京オリンピック招致 

→晴海は選手村として整備予定 

 

観光の活性化 

・外国人に魅力的な都市空間の形成 

・点在する観光資源をつなぐ回遊性 

・わかりやすく使いやすい交通機関 

誰もが利用しやすい、バリアフリーの都市交通 将来のまちづくりを踏まえた中・長期的な対応 

・将来の土地利用を見据えた整備 

検討地域の交通・まちづくりの課題 基本理念・目標・施策 

魅力的な「東京」を演出できる都市交通 

輸送力が大きく、定時性・速達性に優れる公共交通 

オリンピックを考慮し、世界に発信する輸送インフラ、柔

軟な計画 

【課題１】増加する交通需要に対する公共交通の充実 

・臨海部の人口増による交通需要の増加 

・臨海部と都心とを結ぶ中量輸送機関の確保が必要 

【課題２】公共交通不便地域の解消 

・鉄道駅から 300m、バス停から 200m以上離れた、公共

交通が不便地域の解消が必要 

【課題３】自転車利用環境の充実 

・歩行者・自転車が安全・快適に通行できるよう駐輪場の整

備や自転車の走行空間確保が必要 

【課題４】自動車に伴う環境負荷の軽減 

・交通渋滞を緩和し、円滑で快適な自動車走行空間を確保す

るため、自動車利用の抑制が必要 

【課題５】バリアフリー対応の充実 

・鉄道駅のバリアフリー化、道路の段差解消等のバリアフリ

ー対策の推進が必要 

【課題６】まちの魅力を高める交通環境の充実 

・回遊性やまちの魅力を高める交通環境の充実が必要 

必要性(求められる基幹的交通システム) 

【地勢・人口】 

・臨海部を中心に人口増加 → 子供、子育て世代の増加 

・大規模開発による今後の人口増加の可能性 

・地区により異なる性格 

→昼間人口の多い地区と夜間人口の多い地区 

・将来的な高齢化の進展 

 

【産業】 

・極めて高い商業集積 

→銀座（都内で年間商品販売額 2 位）等の集客力 

・臨海部でも今後も開発が進展する見込み 

・銀座、日本橋、築地市場、月島もんじゃ街、晴海トリトンスクエア

等の観光施設・商業施設の存在 

【交通】 

・環状第 2号線の整備 

→広域交通ネットワークの充実等 

中央区総合交通計画（平成 24年 6月）における整理内容 

本検討において考慮すべき追加要素 

オリンピック招致を考慮した短期的な対応 

・オリンピックの開催と整合を図った基幹的公共交通の整備 

環境負荷の小さな都市交通 
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２．導入ルートと需要予測 

 

需要と運行本数 
 

項目 内容 計算式 備考 

① ＢＲＴ需要 19,168人／日  往復 

② ピーク時需要 2,354人／時  左記により設定 

③ 
ピーク 1 時間での

平均乗車人員 
65人 130*0.5 

定員数 130人に対し、現況のバ

スと同様に低減率 0.5と仮定 

④ 必要運行本数 37便／時 ②/③ 往復 

⑤ 路線延長 4.2km   

⑥ 表定速度 20km/時   

⑦ 所要時間 12.6分 ⑤/⑥*60 片道 

⑧ 往復所要時間 35.2分 ⑦*2+10 往復＋折返し 10分 

⑨ 運行頻度 3.2分 60/(④/2)  

⑩ 必要車両数 14台 ⑧/⑨+3 余裕台数+3台 

※需要予測については、有楽町駅までの接続を考慮して算出した 

N

・中央区総合交通計画で示された軸を基に、鉄道と

の結節、公共交通の空白地域の解消、専用空間確

保の可能性、自動車交通への影響、まちづくり面

での効果等を考慮し、起点は有楽町、終点は晴海

トリトンスクエア付近とし、図のルートを設定し

た。 

・ただし、初期段階においては、起点は銀座 5丁目

付近としている。 

運行計画の想定
延長 4.2 ｋｍ
所要時間 12.6 分
運転本数 ピーク時 20 本/時
（片道） オフピーク時 15 本/時

終日 290 本/日
表定速度 20 ｋｍ/ｈ
車両走行キロ 2436 ｋｍ/日

889 千ｋｍ/年
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３．事業スキーム・採算性 

■事業のイメージ 

 中央区が国の補助金も活用しつつ、BRTの運行に必要な基盤整備等を行う。 

 中央区は、事業者の募集、選定等を行い、選定された事業者と事業契約を締結する。 

 事業者は乗合バス事業の開始に必要となる手続き等を行うとともに、補助金も活用して車両の購入

を行い、バス事業を開始する。 

 事業者は利用者からの運賃収入や付帯事業の収入により独立採算により事業を維持する。 

 

 

 

 

事業契約 運行事業者 

・BRT の運行 

・車両の購入 

・施設の維持・管理 
運賃収入 

利用者 

付帯事業 
（広告等） 

事業収入 
中央区(管理者) 

・施設の整備(用地確保

含む) 

 

建設会社 

区の施設として整備 

施設使用料 

国 

補助金 

工事請負 
契約 

【競争性のある契約】 
方式：入札やプロポーザル方式等 

契約の内容： 

・提供すべきサービス水準 

・施設の引渡し 

・施設使用料の考え方 

・利益の扱い（インセンティブ等） 

・リスク分担 
等 

補助金 

 

図 事業のスキームイメージ 

 

 

収支試算
費目 金額（百万円） 算定諸元
運輸収入 運賃収入 792 運賃200円、需要15497人／日　実収率（70％）

運輸雑収 40 運賃収入の 5 ％
運輸収入計 831

運営費 705 792.43 円/車両走行キロ
収支 127  

 

 

4．事業効果 

基幹的な公共交通の整備により、以下の効果が期待できる。 

4.1 交通 

（1）増加する臨海部の交通需要への対応 

臨海部での開発の進展等により、基幹的な公共交通の沿線において 85,126TE／日の発生集中量の増

加が予想され、これらの輸送に対して、既存バス等での輸送では飽和状態になることが想定される。 

臨海部と都心とを結ぶ新たな中量輸送機関を整備することで、このような交通需要の増加に対し、公

共交通機関としての対応が図られる。 

（2）公共交通の空白地域の解消 

臨海部（勝どき、豊海・晴海）や銀座 7 丁目、8丁目の公共交通空白地域の解消に寄与し、公共交通

のサービス向上が図られる。 

（3）定時性・速達性の向上 

専用空間を持つ BRTや LRTの整備により、既存のバス交通に比べ定時性・速達性が向上し、利用者

の利便向上が図られる。 

4.2 まちづくり 

（1）回遊性の向上 

銀座・築地を接続し、さらに臨海部エリアとも接続することで、地域の回遊性が向上する。回遊性が

向上することにより、約 1.0 千人～2.0 千人の需要が期待され、まちの魅力向上、集客力の向上、賑わ

いの向上に寄与する。 

（2）築地市場移転跡地のまちづくりへの寄与 

都心部及び臨海部と築地エリアを接続するルート設定と停留場の設置により、築地市場移転跡地及び

場外市場への交通アクセスが充実し、中央区における今後のまちづくりの重要課題である築地市場移転

跡地のまちづくりの促進に寄与する。 

（3）開発エリアへのアクセス向上 

銀座 6 丁目の再開発エリアなど、今後の需要の集中が想定されるエリアに対するアクセスが向上し、

集客力の向上や賑わいの創出に寄与する。 

4.3 社会・経済 

（1）東京の魅力向上 

デザイン性に優れる車両の導入、質の高い停留場の整備、トランジットモール空間の整備等、公共交

通機関として魅力的で高質なシステムを導入することで、世界を代表する都市である東京の魅力向上に

寄与する。 

（2）観光の活性化 

主要な観光地となっている銀座・築地等を接続するとともに、路線がわかりやすく乗りやすい魅力的

な公共交通を整備することで、外国人を含む観光客の利用が期待され、観光客の移動の利便性や回遊性

が向上することで、観光の活性化に寄与する。 

（3）環境負荷の軽減 

定時性・速達性に優れ利便性の高い中量輸送システムを新たに導入することで、自家用車からの転換

や公共交通輸送の効率化が図られ、自家用車利用の抑制、交通渋滞の緩和等による環境負荷の軽減が図

られる。 

（4）歩行環境の改善 

基幹的交通システム整備により、自転車からの転換により歩道上での放置自転車抑制が図られ、歩行

環境の改善に寄与する。 
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４．今後の取組み 

 

4.1 事業実施計画の作成 

事業の実現化に向けて、以下に示す課題解決を図るために基本的考え方について深度化するとともに、

国、道路管理者、交通管理者、交通事業者、地元等の関係者との協議・調整を進めるとともに、事業実施

計画を作成する。 

 

【事業実現化に向けた課題】 

①定時性・速達性確保に向けた検討 

既存の道路空間における専用走行路の確保方策、優先信号の導入等に向けて、法制度の解釈や関係

機関との調整・協議が必要である。 

②周辺交通への影響の検討 

今年度は、道路空間再編に伴う交通容量低下による影響を簡便な方法で検討している。今後は、交

通量推計やミクロシミュレーションによる周辺交通への影響検討を行う必要がある。また、主要な交

差点については、最適な信号現示パターンの検討、交差点需要率等の算出により交差点処理能力の検

討が必要である。 

③荷捌きへの影響検討 

今年度は、荷捌きへの影響とその対策として交差道路側のパーキングメーター活用等の可能性を示

した。今後は、周辺の荷捌き状態の実態について把握するために、ヒアリング調査等を行う必要があ

る。そのヒアリング結果に基づき、必要な対策検討、関係機関との協議等を行う必要がある。 

④地下埋設物への影響検討 

将来的に LRTへ移行する場合、地下埋設物への影響が懸念される。現況の地下埋設物の把握、コス

ト縮減や周辺交通への影響に配慮した移設計画等の検討が必要である。 

⑤既存橋梁の耐力検討 

将来的に LRTへ移行した場合の既存橋梁への影響把握が必要である。その検討結果を踏まえ、必要

に応じて対策案の立案・検討を行う必要がある。 

⑥経営採算に関する検討の深度化と整備効果の検討 

上記の運行計画、事業手法、事業主体の検討の深度化に合わせて、運賃水準、収支及び経費、収支

採算性の深度化が必要である。 

また、今年度は定性的な整備効果を整理しているが、費用便益比（B/C）を含めて定量的な整備効

果の検討が必要である。 

 

 

 

4.2 運行事業者の募集・選定 

事業実施計画の作成及び関係者協議が整った段階で、運行事業者を募集・選定する。 

 

 

4.3 段階的な整備の推進 

基幹的な公共交通の導入においては、BRT から LRTへの段階的な移行を想定している。 

また、BRT の整備においても、当初は本基本的考え方に示すルートで整備を行い、将来的には東京方面

等への延伸を視野に入れた段階的な整備を想定する。 

BRT のルート延伸にあたっては、本区だけでなく隣接区との調整が必要となることから、今後関係する

隣接区と協議・調整を進める。 

 

 

 

 


